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石炭探鉱資金出資細則 

 

平成24年９月18日 

2012年（炭開）業務細則第23号 

最終改正 令和４年11月14日 

 

（目的） 

第１条 この細則は、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（以下「機構」という。）

が独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構業務方法書（2004年（総企）業務規程第１

号。以下「業務方法書」という。）第３章第１節第２２条第１項の定めに基づく出資業務

を行うに当たり、その基準を定めることを目的とする。 

 

（運用方針） 

第２条 機構は、出資を行うにあたり、当該事業の遂行がわが国への石炭の安定供給を戦略

的かつ効率的に実現することに留意するとともに、資金の効率的運用を図るものとする。 

２ 機構は、業務方法書第４条第３項の規定に基づき、採択審査開始前に、本細則第１１条

に記載の出資の申込を行う者と、同者が申し込みを行う案件の目的やこの達成に必要な費

用等を総合的に勘案しながら協議の上、本細則を当該申し込みされた案件の採択及び管理

上の主たる細則とするか、従たる細則とするか決定し、業務を遂行するものとする。 

 

（出資金の使途） 

第３条 機構の出資金の使途は、海外において石炭の存在が有望と認められる地域における

石炭の探鉱に必要な資金であって、その探鉱を促進することにより優良資源の確保に効果

があると認められるものとする。 

 

（出資の相手方） 

第４条 機構の出資先となる者は、石炭の探鉱を行う石炭鉱業を営む本邦法人又は本邦人若

しくは本邦法人が、直接、間接にかかわらず、出資によりその経営を実質的に支配してい

る石炭の探鉱を行う石炭鉱業を営む外国法人とする。 

２ 前項に定める出資先となる者には、当該者が、直接、間接にかかわらず、出資によりそ

の経営に参加している他の本邦法人又は外国法人が行う石炭の探鉱に必要な資金を供給す

る場合を含むものとする。 

 

（対象となる事業） 

第５条 出資の対象となる事業は、出資先となる者が、探鉱するために必要な権利等を取得

し又は確実に取得する見込みのある場合（出資先となる者から探鉱資金の供給を受ける本

邦法人若しくは外国法人が、その権利等を取得し若しくは確実に取得する見込みのある場

合を含む。）であって、第１４条の定めに基づく出資基本契約により定められた地域及び

期間の範囲において実施される石炭の探鉱事業（以下「対象事業」という。）とする。 

２ 対象事業が外国の法人、政府関係機関、これに準ずる者との合弁事業又は共同事業とし

て行われる場合は、次の各号に定める要件を備えている事業に限るものとする。 

（１）合弁事業又は共同事業の結果生産される石炭について、出資先が当該事業契約に基づ

く探鉱事業資金分担割合に応ずる取得権を有すること 

（２）対象事業の実施について、出資先が事業実施計画の策定に対する発言権等の自主性を

有すること 
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（出資の限度額） 

第６条 第３条に定める石炭の探鉱資金に対する出資の限度額は、出資を受ける者の探鉱に

必要な資金に充当される出資の額に１００分の５０以内を乗じた額とする。ただし、機構

が単独で最大株主又は最大出資者とならない範囲で出資を行うものとする。 

 

（出資の方法） 

第７条 機構は、株式の取得の方法により出資を行うものとする。 

 

（出資の手続） 

第８条 出資に当たっては、相手方から出資申請書の他、石炭探鉱資金出資及び石炭開発

資金債務保証業務要領に定める必要書類を提出させるものとする。 

 

（審査手続） 

第９条 採択審査に当たっては、迅速を旨とし、申請書を受領してから採択の可否を決定す

るまでの審査期間（ただし、国との協議に要した期間を除く。）を、第８条の書類をすべ

て受領した日より起算し、原則４週間以内とする。 

 

（出資の審査） 

第１０条 機構は、出資対象案件の採択に際しては、出資の採択に関する審査基準を定め、

当該審査基準及び本細則に定めるところに従い、技術面、経済性等について厳正な評価を

行うものとする。また、労働安全衛生・環境の負荷低減のための審査基準を別途定め、汚

染対策、自然環境保全・社会環境への配慮等に関する評価を行うものとする。なお、第２

条第２項に基づき業務を遂行する場合であっても、本細則に基づき定める採択審査に係る

基準と従たる細則において定める採択審査に係る基準（経済的事項及び政策的事項を除

く。）を複合的に用いて審査を行う。 

 

（採択の可否及び条件の通知） 

第１１条 出資の採択は、出資の申込に基づき、機構がその可否につき決定する。 

２ 出資については、機構が厳正な審査を実施し、国のエネルギー政策及び資源政策との整

合性につき経済産業大臣と協議を行い、経済産業大臣の同意を得た上で、対象事業として

の採択の可否を決定するものとする。 

３ 採択の可否及び条件の通知は、申し込みを行った者に送付するものとする。 

４ 機構は、採択の対象となる探鉱事業等（以下「出資対象事業」という。）に関し、出資

を受ける者が探鉱を行うために必要な権利等の取得を完了していない場合等審査の前提と

なる事項が確定していない場合は、これらが充足されることを条件として採択するものと

し、前項の通知にその旨を記載するものとする。 

５ 機構は、不採択の通知に、その理由を付すものとする。 

６ 申し込みを行った者が前項の通知を受けたのち、不採択理由を是正した場合には、機構

は申込者の再申請により、１回に限り再審査を行うことができるものとする。 

 

（出資金の管理） 

第１２条 出資金の管理は、次の各号に掲げる事項に留意して行うものとする。 

（１）出資金の使途 

（２）出資基本契約条件の履行状況 

（３）出資先の経営状態 
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（探鉱等事業の年間事業計画） 

第１３条 機構は、出資先に対し、出資対象事業の各事業年度の事業計画及び資金計画

（以下「年間事業計画」という。）について、原則として当該事業年度の開始までに、機

構の承認を受けるよう求める。ただし、次の各号の一に該当するときは、この限りでない。 

（１）出資先となる者が探鉱を行うために必要な権利等の取得を完了していない場合、その

他やむを得ない理由により、事業年度の開始までに機構の承認を受けることが困難と見

込まれる場合は、その旨の報告を求め、年間事業計画を策定次第、速やかに、機構の承

認を受けるよう求めるものとする。 

（２）機構が当該承認の必要がないと認める場合は、報告に代えることができるものとする。 

２ 機構は、前項の承認を行うに当たっては、事前に出資先より承認すべき内容についての

書面を受領し、出資対象事業の実績及び今後の見通しを踏まえ、別途定めるプロジェクト

管理に関する基準に基づき審査を行うものとする。 

３ 経済性を満たす見込みがなくなったと判断される出資対象事業については、機構は既に

受領済みの年間事業計画の実施に要する資金、又は受領済みの出資先となる者が探鉱を行

うために必要な権利等を取得した相手と締結する契約等及び探鉱を行う国等の法令等（以

下「探鉱契約等」という。）に基づく義務の履行に要する資金に関するものを除いて追加

の出資は行わず、保有していた株式は適切に処分するものとする。 

４ 年間事業計画に重要な変更が見込まれる場合、機構は、出資先に対し、速やかに機構の

承認を受けるよう求め、又は報告させるものとする。この場合において、機構が承認を行

うときは、第２項の規定を準用する。 

５ 第１項の定めにかかわらず、第２１条に定める事業の終結を承認済みの場合には、機構

は、年間事業計画の報告を求めないものとする。 

６ 第１項に定める年間事業計画又は第４項に定める年間事業計画の重要な変更の承認につ

いては、機構が第１５条第１項第１０号に定める開発移行を承認しており､かつ、機構が出

資先に対して新たな出資を行わない場合には、機構はその判断により、承認に代えて報告

とすることができるものとする。 

７ 前各項の定めにかかわらず、事業費の増大、採択時に想定した石炭埋蔵量の減少、石炭

価格下落等により出資対象事業の経済性の大幅な悪化が見込まれる場合、機構は出資先に

対して適切な対策を講じることを求めるものとする。 

 

（出資基本契約） 

第１４条 機構は、第１３条の定めに基づく承認を行った後､出資先となる者との間で、

次の各号に定める事項を出資基本契約において締結するものとする。 

（１）事業実施の地域及び期間 

（２）第１３条の定めに基づく承認若しくは報告、第１５条の定めに基づく承認若しくは報

告又は第１６条の定めに基づく報告 

（３）その他機構が必要と認める事項 

２ 機構は、前項の基本契約の締結に当たって、第１１条第４項に定める採択の条件が付さ

れている場合には、これが満たされていることを確認するものとする。 

３ 機構は、採択から第１項の出資基本契約の締結までの間において､次の各号の定めにより、

第１３条に定める承認若しくは報告､第１５条に定める承認若しくは報告又は第１６条に定

める報告を求めるものとする。 

（１）出資先となる者が法人として設立されていない場合は、当該出資先の主要な株主とな

ることが予定されている者に第１３条に定める承認若しくは報告、第１５条に定める承

認若しくは報告又は第１６条に定める報告を求めるものとする。 
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（２）出資先となる者（出資先となる者が法人として設立されていない場合には、当該出資

先の主要な株主となることが予定されている者）が､出資対象事業に関する権利の取得を

完了していない等のため必要な情報が得られない場合にあっては、当該情報を入手して

前号に定める承認申請又は報告が可能となった段階で、可及的速やかに承認又は報告を

求めるものとする。 

 

（事前承認事項） 

第１５条 機構は、出資先に対し、次の各号に定める事項につき機構の事前承認を受けるよ

う求めるものとする。ただし、機構がその必要がないと認める場合は、報告に代えること

ができるものとする。 

（１）定款の変更 

（２）資本金の増減、社債の発行、その他財政上の重要事項 

（３）決算及び剰余金の処分 

（４）販売上の重要事項 

（５）株主構成の重要な変動 

（６）鉱区期限の延長又は短縮 

（７）鉱区の追加取得 

（８）鉱区の一部放棄 

（９）権益比率の変更 

（１０）開発移行 

（１１）その他、機構が重要と判断する事項 

２ 機構は、前項各号の承認を行うに当たっては、事前に出資先より承認すべき内容につい

ての書面を受領し、当該出資対象事業の実績及び今後の見通しを踏まえ、判断するものと

する。 

３ 前項において、第１項第５号から第１１号までの承認を行うに当たっては、第１３条第

２項の規定を準用する。 

４ 第１項の定めにかかわらず、機構は、出資先に対し、第１項各号に定める事項が当初よ

り出資対象事業の実施に際して探鉱契約等に定められている内容である、又は出資先以外

の共同事業者に関する事項である等、出資先が当該事項の決定に関与しえない事項である

場合は、当該事項の報告を速やかに行うよう求めるものとする。 

 

（報告事項） 

第１６条 機構は、出資先に対し、次の各号に定める事項について月次で報告を求めるも

のとする。 

（１）役員の選任及び解任 

（２）事業の進捗状況及び資金支払い状況 

（３）生産、販売及び財務の状況 

（４）その他機構が指示する事項 

２ 前項の報告は書面にて受け取るものとする。 

 

（監査） 

第１７条 機構は、必要に応じて出資先の財産、書類、帳簿等を調査し、その実情を把握

するものとする。 

２ 機構は、必要に応じて実地調査を行うものとする。 

 

（出資対象事業の経済性評価） 
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第１８条 機構は、機構財務の健全性を確保するとともに、出資対象事業の適正な管理を

行うため、すべての出資対象事業についての経済性評価を年１回行うものとする。 

 

（出資対象事業の経済性評価の方法） 

第１９条 出資対象事業の経済性評価は、各出資対象事業の進捗状況、採択時及び前回評価

時との変化について分析を行うとともに、各出資対象事業につき同一条件での長期資金収

支見通しを作成することにより横断的な比較分析を行うものとする。 

２ 前項の比較分析を行うに当たり、出資と同時に債務保証が行われている事業の比較分析

については、事業に係る同一のデータに基づき、出資及び債務保証のそれぞれについて比

較分析を行うものとする。 

 

（出資対象事業の経済性評価結果） 

第２０条 出資対象事業の経済性評価の結果に基づき、各出資対象事業の財務的達成度を評

価し、機構財務への影響を検討するとともに、各出資対象事業を次のＡからＣの３ランク

に分類し、分類結果を踏まえて出資対象事業の適切な管理を実施するものとする。 

 Ａ：一定の利益が見込まれる成功事業 

 Ｂ：成功・不成功が判明する以前の事業 

 Ｃ：損失が見込まれるため、抜本的見直しが必要な事業 

２ 経済性評価の結果、Ｃランクに分類された出資対象事業については、経済性の回復の見

込みの検討を行い、翌事業年度の年間事業計画に反映させるものとする。 

 

（出資先の申請による事業の終結） 

第２１条 機構は、出資対象事業について、出資先が、当該出資対象事業に関する権利を

放棄、譲渡又は売却することにより当該出資対象事業を終結しようとする場合は、機構の

事前承認を受けるよう求めるものとする。 

２ 機構が、前項の承認を行うに当たっては、次の各号に定める事項を勘案し、総合的に審

査を行うものとする。 

（１）出資対象事業の実績、これを踏まえた地質的有望性及び石炭資源量評価、その他技術

的な評価 

（２）探鉱契約等に定める義務の履行状況、その他出資対象事業の終結に関する探鉱契約等

の規定 

（３）第１号の技術的な評価を踏まえて検討する出資対象事業の経済性 

（４）権益売却のための取り組みの状況及び今後の見込み 

 

（機構による株式の処分） 

第２２条 機構が、その所有する株式（新株引受権を含む。次項において同じ。）を処分す

る際には、業務方法書第２３条第２項に定める手続に従うほか、出資先と協議するものと

する。 

２ 出資された株式の処分については、機構が保有する株式の評価を合理的に行うことが可

能となった場合であって、次の各号のいずれかに該当するときには、当該株式を売却する

ものとする。 

（１）出資先に出資する本邦法人等（機構を除く。）が売却を求めるとき。 

（２）機構が、機構の保有株式を売却することが必要であると判断するとき。 

３ 株式売却の際の売却価格を含む売却条件については、外部の有識者から構成される委員

会の答申に基づき決定する。 

４ 機構は、機構以外の株主が、その所有する株式を処分することにより出資先の株主構成
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に重要な変動を生ずる場合について、第１項に準ずる措置をとらせるものとする。 

 

第２３条 この細則に定めるもののほか、出資業務に関し必要な事項は理事長が定める。 

 

 

附 則 

この業務細則は、平成２４年９月１８日から施行する。 

 

附 則 

この業務細則は、平成２５年８月１９日から施行する。 

 

附 則 

この業務細則は、平成３０年１月５日から施行する。 

 

附 則 

この業務細則は、平成３０年１１月２日から施行する。 

 

附 則 

この業務細則は、令和４年１１月１４日から施行する。 

 


